
岩手県市町村総合事務組合規則第４号（令和６年２月16日公布） 

 

   市町村職員退職手当支給条例施行規則の一部を改正する規則 

 市町村職員退職手当支給条例施行規則（平成元年岩手県市町村総合事務組合規則第12号）

の一部を次のように改正する。 

改   正   前      改   正   後      
 
 （一般の退職手当の請求） 

第３条 支給条例第３条、第８条及び第８

条の２の規定による退職手当の支給を受

けようとする者は、退職手当請求書（別

記様式第３号）に在職中の履歴書（別記

様式第３号の２）及び退職手当の調整額

に関する報告書（別記様式第３号の３。

支給条例第６条の10第４項第２号及び第

４号に規定する者の退職並びに支給条例

第８条に規定する特別職の職員の退職の

場合を除く。）を添えて、その者が退職

当時在職していた組合市町村等の長を経

由して管理者に提出しなければならない

。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２・３ （略） 

４ 退職手当の請求者に次の各号に掲げる

期間がある場合には、当該各号に掲げる

書類を、前各項に規定する書類に添えて

提出しなければならない。 

 

 
 （一般の退職手当の請求） 

第３条 支給条例第３条、第８条及び第８

条の２の規定による退職手当の支給を受

けようとする者は、次の各号に掲げる書

類を添えて、その者が退職当時在職して

いた組合市町村等の長を経由して管理者

に提出しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 退職手当請求書（別記様式第３号） 

 (2) 在職中の履歴書（別記様式第３号の

２）又は人事台帳の写し 

 (3) 履歴事項報告書（別記様式第３号の

３。支給条例第２条第２項、第６条の

10第４項第２号及び第４号に規定する

者の退職にあって、支給条例第10条第

１項に規定する在職期間に支給条例第

６条の10第１項に規定する休職月等及

び支給条例第10条第６項に規定する高

齢者部分休業期間がない場合又は支給

条例第８条に規定する特別職の職員の

退職の場合を除く。） 

２・３ （略） 

 

 



改   正   前      改   正   後      
 
 (1) 支給条例第６条の10第１項に規定す

る育児休業（以下「育児休業」という

。）又はこれに準ずる事由により現実

に職務に従事することを要しない期間

がある場合 育児休業期間に関する報

告書（別記様式第６号の２） 

 (2) 支給条例第10条第６項に規定する高

齢者部分休業期間がある場合 高齢者

部分休業取得時間報告書（別記様式第

６号の３） 

 

 （支給条例第６条の10第１項に規定する

規則で定める休職月等） 

第27条の３ 支給条例第６条の10第１項に

規定する規則で定める休職月等は、次の

各号に掲げる休職月等の区分に応じ、当

該各号に定める休職月等とする。 

 (1) 自己啓発等休業（第27条の７に規定

する要件に該当する場合を除く。）、

配偶者同行休業、地方公務員法第55条

の２第１項ただし書又は地方公営企業

等の労働関係に関する法律第６条第１

項ただし書に規定する事由その他これ

らに準ずる事由により現実に職務に従

事することを要しない期間のあった休

職月等（次号及び第３号に規定する現

実に職務に従事することを要しない期

間のあった休職月等を除く。） 当該

休職月等 

 (2)・(3) （略） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （退職手当の調整額の算定対象から除外

する休職月等） 

第27条の３ 支給条例第６条の10第１項に

規定する規則で定める休職月等は、次の

各号に掲げる休職月等の区分に応じ、当

該各号に定める休職月等とする。 

 (1) 自己啓発等休業（第27条の８に規定

する要件に該当する場合を除く。）、

配偶者同行休業、地方公務員法第55条

の２第１項ただし書又は地方公営企業

等の労働関係に関する法律第６条第１

項ただし書に規定する事由その他これ

らに準ずる事由により現実に職務に従

事することを要しない期間のあった休

職月等（次号及び第３号に規定する現

実に職務に従事することを要しない期

間のあった休職月等を除く。） 当該

休職月等 

 (2)・(3) （略） 

 

 （退職手当の調整額の算定対象から除外

する期間） 

第27条の４ 前条に規定するほか退職手当

の調整額の算定対象から除外する期間は

、支給条例第10条第６項に規定する地方

公務員法第26条の３の規定に基づき定め

られた条例の規定により承認を受けて勤 
 



改   正   前      改   正   後      
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （基礎在職期間に特定基礎在職期間が含

まれる者の取扱い） 

第27条の４ （略） 

 

 （支給条例第６条の10第３項に規定する

規則で定める職員の区分の適用） 

第27条の５ （略） 

 

 （調整月額に順位を付す方法等） 

第27条の６ 前条第２項（第27条の４の規

＿ 

 
 られた条例の規定により承認を受けて勤

務しなかった期間（以下この項において

「高齢者部分休業期間」という。）とし

、退職した者が属していた職員の区分が

同一の高齢者部分休業期間にあっては職

員の区分が同一の高齢者部分休業期間ご

とにそれぞれの最初の高齢者部分休業期

間から順次に数えてその月数の２分の１

に相当する数（当該相当する数に１未満

の端数があるときは、これを切り上げた

数）になるまでにある高齢者部分休業期

間、退職した者が属していた職員の区分

が同一の高齢者部分休業期間がない高齢

者部分休業期間にあっては当該高齢者部

分休業期間とする。この場合において、

高齢者部分休業期間を月に換算するとき

は、履歴事項報告書により報告を受けた

退職した者が属していた職員の区分ごと

に対応する年月の高齢者部分休業取得時

間の合計を月に換算する。 

２ 前項の規定により職員の区分ごとに対

応する年月の高齢者部分休業取得時間の

合計を月に換算する場合は、７時間45分

をもって１日とし、30日をもって１月（

１月未満の端数があるときは、これを切

り捨てる。）とする。 

 

 （基礎在職期間に特定基礎在職期間が含

まれる者の取扱い） 

第27条の５ （略） 

 

 （支給条例第６条の10第３項に規定する

規則で定める職員の区分の適用） 

第27条の６ （略） 

 

 （調整月額に順位を付す方法等） 

第27条の７ 前条第２項（第27条の５の規

＿  



改   正   前      改   正   後      
 
 定により同条各号に定める職員として在

職していたものとみなされる場合を含む

。）後段の規定により退職した者が同一

の月において２以上の職員の区分に属し

ていたこととなる場合には、その者は、

当該月において、当該職員の区分のうち

、調整月額が最も高い額となる職員の区

分のみに属していたものとする。 

２ （略） 

 

 （支給条例第10条第３項に規定する規則

で定める要件） 

第27条の７ （略） 

 

 （高齢者部分休業期間の２分の１相当期

間の除算） 

第27条の８ 支給条例第10条第６項に規定

する高齢者部分休業期間の２分の１に相

当する期間は、高齢者部分休業取得時間

報告書により報告を受けた高齢者部分休

業取得時間の２分の１に相当する時間（

次項において「除算時間」という。）と

する。 

２ 支給条例第10条第６項の規定によって

高齢者部分休業期間の２分の１に相当す

る期間を同条第１項から第５項までの規

定により計算した在職期間から除算する

場合においては、除算時間を月に換算し

て得た月数を除算するものとする。この

場合において、除算時間を月に換算する

場合は240時間をもって１月とし、１月未

満の端数がある場合には、その端数は切

り捨てる。 

 

 
 定により同条各号に定める職員として在

職していたものとみなされる場合を含む

。）後段の規定により退職した者が同一

の月において２以上の職員の区分に属し

ていたこととなる場合には、その者は、

当該月において、当該職員の区分のうち

、調整月額が最も高い額となる職員の区

分のみに属していたものとする。 

２ （略） 

 

 （支給条例第10条第３項に規定する規則

で定める要件） 

第27条の８ （略） 

 

 （高齢者部分休業期間の２分の１相当期

間の除算） 

第27条の９ 支給条例第10条第６項に規定

する高齢者部分休業期間の２分の１に相

当する期間は、履歴事項報告書により報

告を受けた高齢者部分休業取得時間の合

計を月に換算して得られた月数の２分の

１に相当する月数とする。 

 

２ 前項の規定により高齢者部分休業取得

時間の合計を月に換算する場合は、７時

間45分をもって１日とし、30日をもって

１月（１月未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てる。）とする。 

 

 



改   正   前      改   正   後      
 
別記様式第１号（第２条関係） 

 

 

別記様式第１号の２（第２条関係） 

 

 

別記様式第１号の３（第２条関係） 

 

 

 
別記様式第１号（第２条関係） 

 

 

別記様式第１号の２（第２条関係） 

 

 

別記様式第１号の３（第２条関係） 

 

 
 



改   正   前      改   正   後      
 
別記様式第２号（第２条関係） 

 

 

別記様式第２号の２（第２条関係） 

 

 
別記様式第２号（第２条関係） 

 

 

別記様式第２号の２（第２条関係） 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
 

 別記様式第３号を次のように改める。 

別記様式第３号（第３条関係） 

 



 

改   正   前      改   正   後      
 
別記様式第３号の２（第３条関係） 

 

 
別記様式第３号の２（第３条関係） 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
 



別記様式第３号の３を次のように改める。 

別記様式第３号の３（第３条関係） 

 

 

 



改   正   前      改   正   後      
 
別記様式第４号（第３条関係） 

 

 

別記様式第５号（第３条関係） 

 

 

 

 
別記様式第４号（第３条関係） 

 

 

別記様式第５号（第３条関係） 

 

 
 



改   正   前      改   正   後      
 
別記様式第６号（第３条関係） 

 

 
別記様式第６号（第３条関係） 

 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

別記様式第６号の２及び別記様式第６号の３を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の市町村職員退職手当支給条例施行規則（以下「新規則」という。）第３条、

別記様式第３号から別記様式第４号まで、別記様式第５号及び別記様式第６号の規定は

、施行日以後の退職に係る退職手当の請求について適用し、施行日前の退職に係る退職

手当の請求については、なお従前の例による。 

３ 新規則第27条の４の規定は、施行日以後の期間に係る高齢者部分休業について適用し

、施行日前の期間に係る高齢者部分休業については、なお従前の例による。 

４ 前２項の規定によりなお従前の例によることとされる場合を除き、この規則の施行の

際現に提出され、又は交付されているこの規則による改正前の市町村職員退職手当支給

条例施行規則の様式により使用されている書類は、新規則の様式によるものとみなす。 


